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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第３四半期連結
累計期間

第38期
第３四半期連結
累計期間

第37期

会計期間

自平成25年
　５月21日
至平成26年
　２月20日

自平成26年
　５月21日
至平成27年
　２月20日

自平成25年
　５月21日
至平成26年
　５月20日

売上高 （千円） 34,187,115 33,237,225 46,496,141

経常利益 （千円） 2,556,425 2,255,475 3,547,647

四半期（当期）純利益 （千円） 1,519,340 1,341,700 2,063,483

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,515,816 1,369,737 2,058,119

純資産額 （千円） 31,062,501 32,116,768 31,433,371

総資産額 （千円） 40,123,766 40,462,089 38,352,703

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 163.55 149.98 223.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － -

自己資本比率 （％） 77.4 79.4 81.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,334,068 709,491 2,638,437

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △535,834 △253,638 △664,138

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,533,114 472,771 △3,329,922

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 17,514,761 17,822,643 16,894,018

 

回次
第37期

第３四半期連結
会計期間

第38期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
　11月21日
至平成26年
　２月20日

自平成26年
　11月21日
至平成27年
　２月20日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 51.41 47.44

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

           ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　     ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

　　す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績

　　　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、消費増税の影響により個人消費が伸び悩む中、企業

　　収益は改善するなど、不透明な状況が続いております。

　　　当社グループが関わる電設資材卸売業界におきましては、夏場の天候不順、新設住宅着工戸数の低迷、省

　　エネ関連商品として需要が伸びているＬＥＤ照明や太陽光発電も、販売価格が低下し競合が激化するなど、

　　依然として厳しい状況が続いています。

　　　このような状況の中、当社グループは、新規得意先の獲得、既存得意先の深掘りを主体に基本戦略である

　　小口多数販売を推進するとともに、得意先営業活動支援の充実を図り、他社との更なる差別化に取組んでま

　　いりました。

　　　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は332億３千７百万円（前年同期比2.8%減）となりました。

　　損益面につきましては、粗利益率の改善が見られましたが、新本社ビルの建築、システム関連投資、新規営

　　業所開設関連などの経費が増加したことにより営業利益は16億3千6百万円（前年同期比12.9%減）、経常利

　　益は22億５千５百万円（前年同期比11.8%減）、四半期純利益は13億４千１百万円（前年同期比11.7%減）と

　　なりました。

　　　なお、昨年２月に開催しました当社最大の展示即売会である「ジャンボ市」は、今年は３月に開催してお

　　ります。

（2）資産・負債の状況

　（流動資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、269億５千６百万円となり、前連結会計年度末

　　に比べ22億１千４百万円増加しました。

　　　これは主に現金及び預金の９億２千８百万円増加、受取手形及び売掛金の８億１千７百万円増加、商品の

　　４億４千３百万円増加等によるものであります。

　（固定資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、135億５百万円となり、前連結会計年度末に比

　　べ１億４百万円減少しました。

　　　これは主に有形固定資産の１億１千２百万円減少等によるものであります。

　（流動負債）

　　　当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、66億６百万円となり、前連結会計年度末に比べ

　　13億４千８百万円増加しました。

　　　これは主に買掛金の７億３百万円増加、短期借入金の11億６千万円増加、未払法人税等の３億４千１百万

　　円減少等によるものであります。

　（固定負債）

　　　当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、17億３千８百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ大きな変動はありません。

　（純資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、321億１千６百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ６億８千３百万円増加しました。

　　　これは主に利益剰余金の８億７千５百万円の増加、自己株式の取得による２億２千万円減少等によるもの

　　であります。

 

　　　以上により、当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、21億９百万円増

　　加して、404億６千２百万円となっております。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　　　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前四

　　半期純利益が22億４千７百万円となり、法人税等の支払後の営業活動によるキャッシュ・フローで７億９百

　　万円獲得、投資活動によるキャッシュ・フローで２億５千３百万円使用、財務活動によるキャッシュ・フロ

　　ーで４億７千２百万円獲得したことにより、前連結会計年度末に比べて９億２千８百万円増加し、178億２

　　千２百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　営業活動の結果獲得した資金は、７億９百万円（前年同四半期は13億３千４百万円獲得）となりました。

　　　これは主に、税金等調整前四半期純利益22億４千７百万円、減価償却費の３億３千万円、仕入債務の増加

　　額７億３百万円等の増加の一方、売上債権の増加額８億１千５百万円、たな卸資産の増加額４億４千３百万

　　円、法人税等の支払額12億２千９百万円等の減少によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動の結果使用した資金は、２億５千３百万円（前年同四半期は５億３千５百万円使用）となりまし

　　た。

　　　これは主に、有形固定資産の取得による支出２億１千１百万円等の減少によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　財務活動の結果獲得した資金は、４億７千２百万円（前年同四半期は15億３千３百万円使用）となりまし

　　た。

　　　これは主に、短期借入金の純増加額11億６千万円等の増加の一方、配当金の支払額４億６千６百万円、自

　　己株式の取得による支出２億２千万円等の減少によるものであります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

　 該当事項はありません。

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

 4/16



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年２月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年４月３日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,405,400 11,405,400

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 11,405,400 11,405,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年11月21日～

平成27年２月20日
　－ 11,405,400 － 865,000 － 1,514,376

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

 5/16



（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年11月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年２月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,465,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,940,200 89,402 －

単元未満株式 普通株式 200 － －

発行済株式総数 11,405,400 － －

総株主の議決権 － 89,402 －

　（注）完全議決権株式（その他）の欄には証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。また、議決

　　　　権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年２月20日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トシン・グループ㈱ 新宿区新宿1丁目3-7 2,465,000 ― 2,465,000 21.61

計 ― 2,465,000 ― 2,465,000 21.61

　（注）当第３四半期会計期間末現在の自己名義所有株式数は2,501,525株、その発行済株式総数に対する所有割

　　　　合は21.93％であります。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年11月21日から

平成27年２月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年５月21日から平成27年２月20日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年５月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年２月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,895,418 17,823,443

受取手形及び売掛金 6,792,791 7,609,889

商品 748,547 1,192,304

繰延税金資産 156,106 156,106

その他 159,167 186,308

貸倒引当金 △9,133 △11,085

流動資産合計 24,742,898 26,956,966

固定資産   

有形固定資産   

土地 8,067,605 8,067,582

建設仮勘定 46,122 －

その他（純額） 2,312,783 2,246,461

有形固定資産合計 10,426,510 10,314,043

無形固定資産 525,795 547,349

投資その他の資産 ※ 2,657,499 ※ 2,643,729

固定資産合計 13,609,804 13,505,123

資産合計 38,352,703 40,462,089

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,829,802 3,533,394

短期借入金 840,000 2,000,000

未払法人税等 633,098 291,659

賞与引当金 243,000 114,830

その他 712,672 666,985

流動負債合計 5,258,573 6,606,869

固定負債   

役員退職慰労引当金 769,178 805,550

退職給付に係る負債 822,019 863,431

資産除去債務 6,786 4,792

その他 62,774 64,677

固定負債合計 1,660,758 1,738,451

負債合計 6,919,331 8,345,321
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年５月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年２月20日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 865,000 865,000

資本剰余金 1,514,631 1,514,631

利益剰余金 34,132,447 35,007,984

自己株式 △5,182,649 △5,402,827

株主資本合計 31,329,428 31,984,789

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 77,110 108,119

退職給付に係る調整累計額 26,831 23,859

その他の包括利益累計額合計 103,942 131,979

純資産合計 31,433,371 32,116,768

負債純資産合計 38,352,703 40,462,089
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年５月21日
　至　平成26年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成27年２月20日)

売上高 34,187,115 33,237,225

売上原価 27,187,597 26,417,302

売上総利益 6,999,517 6,819,923

販売費及び一般管理費 5,120,153 5,183,205

営業利益 1,879,363 1,636,718

営業外収益   

受取利息 23,871 25,867

受取配当金 9,490 10,689

受取会費 602,210 507,508

その他 50,267 77,642

営業外収益合計 685,841 621,707

営業外費用   

支払利息 3,304 2,275

その他 5,475 675

営業外費用合計 8,779 2,950

経常利益 2,556,425 2,255,475

特別利益   

固定資産売却益 349 855

特別利益合計 349 855

特別損失   

固定資産売却損 26,384 2,452

固定資産除却損 2,351 6,483

特別損失合計 28,735 8,935

税金等調整前四半期純利益 2,528,039 2,247,396

法人税等 1,008,841 905,695

少数株主損益調整前四半期純利益 1,519,198 1,341,700

少数株主損失（△） △142 －

四半期純利益 1,519,340 1,341,700
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年５月21日
　至　平成26年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成27年２月20日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,519,198 1,341,700

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,381 31,009

退職給付に係る調整額 － △2,972

その他の包括利益合計 △3,381 28,037

四半期包括利益 1,515,816 1,369,737

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,515,959 1,369,737

少数株主に係る四半期包括利益 △142 －

 

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

11/16



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年５月21日
　至　平成26年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成27年２月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,528,039 2,247,396

減価償却費 196,804 330,360

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,297 618

賞与引当金の増減額（△は減少） △87,440 △128,170

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32,012 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 36,440

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 36,474 36,372

受取利息及び受取配当金 △33,362 △36,557

支払利息 3,304 2,275

有形固定資産売却損益（△は益） 26,034 1,596

有形固定資産除却損 2,351 6,483

売上債権の増減額（△は増加） △766,837 △815,763

たな卸資産の増減額（△は増加） △293,075 △443,756

仕入債務の増減額（△は減少） 1,237,896 703,592

その他 △92,358 △37,470

小計 2,788,546 1,903,416

利息及び配当金の受取額 33,362 37,849

利息の支払額 △3,304 △2,275

法人税等の支払額 △1,484,536 △1,229,500

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,334,068 709,491

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △526,286 △211,606

有形固定資産の売却による収入 7,231 10,335

無形固定資産の取得による支出 △34,791 △81,672

その他 18,011 29,305

投資活動によるキャッシュ・フロー △535,834 △253,638

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 640,000 1,160,000

長期借入金の返済による支出 △682 －

自己株式の取得による支出 △1,681,114 △220,852

配当金の支払額 △491,318 △466,375

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,533,114 472,771

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △734,880 928,624

現金及び現金同等物の期首残高 18,249,642 16,894,018

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 17,514,761 ※ 17,822,643

 

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

12/16



【注記事項】

（会計方針の変更）

　　　　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　　　　　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と

　　　　いう）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。

　　　　以下「退職給付適用指針」という）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

　　　　られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割

　　　　引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及

　　　　び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　　　　　これに伴う当第３四半期連結累計期間の期首の利益剰余金及び当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常

　　　　利益ならびに税金等調整前四半期純利益への影響はありません。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　　　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

　　計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 前連結会計年度（平成26年５月20日）

投資その他の資産のうち、貸倒引当金は、△32,462千円であります。

 

          当第３四半期連結会計期間（平成27年２月20日）

投資その他の資産のうち、貸倒引当金は、△31,127千円であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年５月21日
至 平成26年２月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年５月21日
至 平成27年２月20日）

現金及び預金勘定 17,515,561千円 17,823,443千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △800 △800

現金及び現金同等物 17,514,761 17,822,643
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年５月21日　至　平成26年２月20日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年８月２日

定時株主総会
普通株式 254,367 26.0 平成25年５月20日 平成25年８月５日 利益剰余金

平成25年12月27日

取締役会
普通株式 236,807 26.0 平成25年11月20日 平成26年１月31日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年５月21日　至　平成27年２月20日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月８日

定時株主総会
普通株式 233,713 26.0 平成26年５月20日 平成26年８月11日 利益剰余金

平成26年12月26日

取締役会
普通株式 232,449 26.0 平成26年11月20日 平成27年１月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年５月21日　至　平成26年２月20日）

　当社グループの報告セグメントは「電気工事材料の販売」のみであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年５月21日　至　平成27年２月20日）

　当社グループの報告セグメントは「電気工事材料の販売」のみであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年５月21日
至　平成26年２月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年５月21日
至　平成27年２月20日）

１株当たり四半期純利益金額 163円55銭 149円98銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,519,340 1,341,700

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,519,340 1,341,700

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,289 8,945

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成26年12月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　232百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　26円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成27年１月30日

　（注）平成26年11月20日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成27年４月２日

トシン・グループ株式会社

取締役会　御中

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 笹本　憲一　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　裕子　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトシン・グルー
プ株式会社の平成26年５月21日から平成27年５月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年11月21日
から平成27年２月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年５月21日から平成27年２月20日まで）に係る四半期
連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トシン・グループ株式会社及び連結子会社の平成27年２月20日現在の
財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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